
令和4年3月31日現在

担当
支援
項目

対象市町村 対象テーマ 助言の概要 成果
訪問
回数

行
政
担
当

１

(

延
べ

１

)

団
体

重点
支援
(１団体)

小川町 適切な人事評価制度の構築・活用について 公正な評価を行うための具体的助言

評価者が公平な評価を行うことができるように、人事評価制度の基本的事項、評価者に求められる心構え、評価
の着眼点や面談の重要性に係る資料を作成し、情報提供を行った。提供した資料を基に、小川町は管理職員を
対象とした研修を実施しており、人事評価制度の職員の知識レベル向上や制度構築・運用向上に繋がったと考え
られる。

0

久喜市 償却資産の課税調査への取組について
11/5に訪問し、市の現状や課題についてヒアリングを行った。固定資産税における償却資産の実地調査等の事
務実施計画の策定等について助言を行ったことにより、当市の継続的な事務遂行に寄与することができた。

1

坂戸市 償却資産の課税調査への取組について
11/15に訪問し、市の現状や課題についてヒアリングを行った。固定資産税における償却資産の実地調査等の事
務実施計画の策定等について助言を行ったことにより、当市の継続的な事務遂行に寄与することができた。

1

鳩山町 償却資産の課税調査への取組について
11/15に訪問し、町の現状や課題についてヒアリングを行った。固定資産税における償却資産の実地調査等の事
務実施計画の策定等について助言を行ったことにより、当市の継続的な事務遂行に寄与することができた。

1

神川町 固定資産税の課税対策について
固定資産税における使用者課税について、動画による使用者課税に関する研修への参加を促すことにより、訪
問助言の代替とし、当町の評価スキル向上につながったと考えられる。

0

杉戸町 償却資産の課税調査への取組について
10/21に訪問し、町の現状や課題についてヒアリングを行った。固定資産税における償却資産の実地調査等の事
務実施計画の策定等について助言を行ったことにより、当町の継続的な事務遂行に寄与することができた。

1

東松山市
6月9日に訪問しヒアリングを実施し、10月に講演を予定していたが、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、講演
は中止となった。そのため、財政分析及びアセットマネジメントの事例を紹介する講演資料の提供を行った。

1

毛呂山町
6月11日に訪問し毛呂山町の現状を把握したうえで、総合管理計画の改訂についての資料・情報提供を行った。
その結果、毛呂山町は令和3年度中に総合管理計画を改訂することができた。またアンケートでは「非常に参考に
なった」と好評をいただいた。

1

志木市 行財政改革の先進事例の紹介
6月16日に訪問し、団体の状況・要望を把握した上で、全市に「枠の予算」に関しての照会を実施し、8月30日に取
りまとめ結果を志木市に提供した。今後の市の予算編成についてとても有意義なものになったと好評をいただい
た。

1

新座市 税収の経年推移、類似団体等比較など、客観的な分析
6月16日及び10月19日にヒアリングを実施し、12月23日に新座市役所にて公演を実施した。財政分析について、
現状の問題点を中心に説明し、今後の本市の財政運営に向けて非常に有意義なものになったと好評をいただい
た。

2

長瀞町 財政分析をテーマとした研修会、財政シミュレーション等
令和3年10月26日にweb会議にて講演を実施した。現状の問題点を分析し、今後の財政状況についてシミュレー
ションを行った。また、歳入確保・歳出削減に関する取組事例を紹介した。講演後のアンケートでは「非常に参考
になった」及び「参考になった」と回答した方が89.6％と好評をいただいた。

1
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神川町 公営企業における更なる経営改善の推進 公営企業会計移行に伴う支援
先進団体の状況について把握したいとの申請があったため、旧ロードマップ対象団体の公共下水道と特定環境
保全公共下水道の作業工程表及び令和２年度公営企業会計適用に係るワーキンググループ（第１回）資料の送
付を行った。

0
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吉川市 土地開発公社の解散について 土地開発公社解散等に伴う支援
解散する土地開発公社が必要な手続きとスケジュールを把握したいとの申請があったため、解散関係の必要書
類と直近で解散した４団体のスケジュールを示した資料の送付を行った。
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令和３年度総合コンサルティング事業実績
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市町村税課税・徴収対策
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公共施設アセットマネジメントの推進 総合管理計画改訂に向けた助言、事例紹介等

財政分析に係る助言


